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令和７年度決算を集中審査するため、

決算特別委員会を設置しました。

質疑の通告は１０８項目ありました。

質疑の一部を掲載します。

緊張感のある審査を

行いました。

法外援護事業 

行政情報化推進事業について 

移住定住推進事業について

会計年度任用職員と正職員について 

援助の件数と主な内容を伺う。 
まず、令和７年度の援助の件数と主な内容について、身元
不明のご遺体や身寄りのないご遺体の葬祭の援助が５件、
生活に困窮し近隣駅までの移動ができない方等に対して
旅客運賃を支給する援護が６件であった。 
ご遺体の葬祭、１件当たりの金額は。 
１件当たりの金額は、ご遺体の保管期間や状態等により変
わるが、２０万円から３０万円の場合が多い。ただし、ご本
人の遺留金品として現金等があった場合は、それを差し
引いている。５件の内訳は、１５万６000円が２件、１８万３
000円、１９万４000円、１９万７５００円の、合計８８万6５
００円の平均１７万７３００円であった。

情報システム・システム基盤運営管理事業
定額減税及び定額減税補足給付金給付事業
庁舎維持管理事業
戸籍住民基本台帳整備管理事務費

約５億６４１０万円 
約５億２５７１万円 
約３億１７１５万円 
約１億２６１５万円 
（千円単位四捨五入）

－主な事業費－

暮らし･協働

乳幼児健康支援事業 

公立学童保育室運営事業 

民生委員・児童委員協議会運営事業 

５歳児健診が始まったが、その効果と課題は。 
まず、効果は、落ち着きがない、発達がゆっくり、発音
不明瞭等の要経過観察となったこども、また要精密検査
等の事後指導が必要になったこどもについて、保護者に
具体的なアドバイスをするとともに、保護者に相談の上、
担当保健師の保育園等への訪問、発育発達相談、就学を
迎えるこどもを持つ保護者の集い等を案内する等、こど
もの状況や特性に合わせた支援を適切につなげている。
これにより、こどもの健やかな成長と保護者の育児不安
の軽減につながっている。 
次に、課題について、先進事例の少ない中、健診を開始
したため、より良い健診を目指し、試行錯誤してきた。
健診の目的であるこどもの特性を発見し、特性に合わせ
た支援を行うため、従事するスタッフのスキルアップの
ための研修等を実施し、健診の質の向上に取り組んでい
るところである。 

施設定員数の状況や各施設の老朽化、また、夏場の暑さ
対策等における修繕管理状況は。 
公立学童保育室の入室児童数は、年々増加傾向である。
このような現状の中、公立学童保育室の入室希望申請も
定員を上回る状況にある。しかし、保育を必要とする全
ての方が入室できるよう、必要に応じて小学校や教育委
員会の協力の下、余裕教室等を活用し対応している。ま
た、施設の老朽化に伴う修繕は、公立学童保育室全１９
学童に対し毎年修繕調査を行い、修繕箇所の緊急性等を
鑑み、計画的に修繕を行っている状況である。さらに、
計画にはない突発的なエアコンの故障等が発生した場合
は、夏場は熱中症対策もあるため、迅速に修繕や入替え
を行い、随時対応している。 

一斉改選に伴う推薦会は、どのようなことを行っている
のか。また、費用は発生するのか。 
民生委員・児童委員は県知事の推薦に基づき厚生労働大
臣が委嘱しているが、県知事が民生委員の推薦を行うに
当たり、その候補者を選考するための機関が市で設置し
ている民生委員推薦会である。 
推薦会の委員は地域の実情に通じている、社会福祉事業
の関係者や教育関係者、学識経験者等の代表の１０名を
市長が委嘱している。また、民生委員の任期は３年間と
定められており、令和７年度は一斉改選の時期であった
ため、本市の推薦会において、各地区自治会長から推薦
された民生委員の候補者について、民生委員の要件を満
たしているか、審議、選考を行ったものである。次に、
費用について、民生委員推薦会の委員に対して、１人当
たり６５００円の報酬を支払っている。令和７年度につ
いては、７月２３日に推薦会を開催し、出席した委員の
うち７名に報酬を支払った。

ファミリーサポートセンター事業

奨学資金支給事業 

特別支援教育事業 

協力会員を増やすための方策は。 
この事業は業務委託により実施をしている。委託
をしている事業所において、年４回ほど入会の申
込み、さらには会員向けの研修等を行っている。
そのスケジュールに合わせて、市の広報やホーム
ページ等で、会員増加に向けた周知を行っている。 

 
昨年度に比べ実績値が上がった要因は。 
本事業は、高等学校等への進学に対して経済的な
理由により修学が困難な方に対し学資金を給与す
るもので、奨学生の決定に当たっては経済要件と
成績要件を設けている。 
増加した主な要因は、制度の周知方法を見直した
ことが大きいと捉えている。これまでも市ホーム
ページや「広報ふかや」への掲載、また中学３年
生への制度チラシの配布、各家庭への連絡アプリ
等の周知は行っていた。これに加えて、令和６年
度からは校長会で制度を周知するとともに、学年
を問わず進路指導説明会や保護者との面談の機会
に制度チラシを配布するように依頼した。 
こうした周知の機会を増やしたことにより、制度
を必要とする方に情報が届く機会が増え、認定者
の増加につながったと考えている。

インクルーシブ教育システム構築のための特別支
援教育推進とあるが、従来の特別支援教育との違
いは。 
従来の特別支援教育は、障害の種別、程度に応じ、
特別支援学級や通級指導教室において個々の児童
生徒へのきめ細やかな指導、支援を行うことを主
眼としてきた。一方、インクルーシブ教育システ
ムの構築は、障害のある子供と障害のない子供が
可能な限り同じ場で共に学ぶ環境を整えることを
基本とするものである。この２つは、相反する考
えではなく、特別支援学級、通級指導教室による
支援を維持しつつ、通常の学級における支援体制
も加えることで、連続性のある多様な学びの場を
実現しようとするものである。

教育
私立保育施設運営事業
生活保護費支給事業
児童手当支給事業
幼稚園・こども館複合施設建設事業

　約５５億７３６７万円
約２７億４９０５万円
　約２７億２４９７万円
約１９億４２１０万円
（千円単位四捨五入）

－主な事業費－
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幼稚園・こども館複合施設建設事業
生涯学習センター・公民館管理運営事業
給食事業（幼・小・中）
文化財施設管理活用事業

約９億１９９６万円 
約８億４２６４万円 
約７億６０７８万円 
約３億２９８６万円 
（千円単位四捨五入）

－主な事業費－

議会が決定した予算が適正に執行され
たかどうかを審査するとともに、決算
関係書類に基づき、行政効果や経済効
果を確認し、客観的に評価する決算審
査の責務を果たせたと思います。

自然保護事業
執行率が低いが、アライグマ被害の相談件数と捕獲頭数
を伺う。またアライグマの捕獲は、誰がどのようにやっ
ているのか伺う。 
アライグマの被害件数と捕獲頭数は、それぞれ1278件、
929頭である。　執行率は43％だが、これは令和７年度
より開始したクビアカツヤカミキリ被害木伐採補助金の
交付額が予算額に達しなかったこと、また地域通貨ネギ
ーで交付した当該補助金に使用期限があったことから、
交付額の一部を翌年度に繰り越した。また河川浄化美化
活動でごみを引き上げたごみの回収の委託費を職員が回
収したことにより支出を抑えられたことによる。 
また、アライグマの捕獲の方法としては、市民の方から
相談があったところに、市が用意した箱わなを貸し出し
している。 

産業
地域通貨推進事業
道路維持管理事業
中央土地区画整理事業
ごみ収集委託事業

約４２億４０８９万円 
約６億４４８６万円 
約６億９８２８万円 
約５億５０１９万円 
（千円単位四捨五入）

－主な事業費－
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ごみ減量・資源リサイクル事業
毎年920万円の予算に対して執行率が47.37％まで低下
し不用額が生じた具体的な要因と、実態に合わせた予算
規模の適正化や事業見直しへの見解を伺う。 
不用額が生じる要因だが、リサイクル活動推進奨励金交
付団体は、活動団体数、申請件数ともに直近５年間でほ
ぼ横ばいで推移している状況となっている。各回収量の
内訳は紙類の割合が９割以上を占めているが、年々紙の
回収量が減少していることが大きな要因の一つと考えら
れる。また少子高齢化に伴い集団回収協力者の減少とい
った要因も回収量の減少に大きく影響しているものと考
える。 
また、事業見直しについては、これまでの１キロ当たり
３円の奨励金に加えて、増量実績となった団体に対する
加算と、新規及び活動を再開した団体に対する加算を創
設した。 
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担い手育成支援事業
新規就農希望者に関する相談、支援をどのように行って
いるのか、またその実績を伺う。 
担当職員が経験の有無や農地の確保状況、栽培を希望す
る作物等を個別にヒアリングし、その方の実情に応じた
案内をしている。相談の中では、就農に向けた計画作成
の支援も行うほか、就農希望者の情報については、県の
大里農林振興センターと相互に情報交換を行い、連携し
ながら対応をしている。支援のメニューとしては、国の
支援制度である経営開始資金や経営発展資金事業等のほ
か、市独自の取組として農業用機械等の導入に関する補
助金がある。このうち、認定新規就農者に対しては、補
助の内容を手厚くした制度を設けている。 
新規就農者の実績は、直近３年間で、令和６年度が46人、
令和５年度が44人、令和４年度が60人となっている。 
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令和7年度導入の生成ＡＩについて、その内容と経費は。 
自治体ＡＩzevoという名称で、行政専用ネットワークである
LGWAN環境で使用することができる安全なシステムで
ある。自治体業務に利用しやすい豊富なプロンプト例（AI
への指示文）を備え、複数の言語モデルを使用できる。 
令和7年度の使用料は217万2500円である。 

移住定住推進事業について、支給事業の実績は。 
維持支援金がスタートした令和５年度の支給件数は11件、
令和６年度は49件、令和７年度は69件と年々増加してい
る。令和７年度の内訳は、移住世帯の転入前の居住地をみ
ると、埼玉県外からの転入が21件、県内からの転入が48
件となっている。その中でも、県外では群馬県の伊勢崎市、
太田市からの転入が多く、県内では熊谷市からの転入が
多くなっている。 

会計年度任用職員の報酬手当が令和7年度では、約12
億円、正職員の給与が68億円ということで、割合としては
17.6％になっている。正規職員として採用すべきではな
いか。 
会計年度任用職員については正規職員の補助的業務を
行う職員として従事する業務の存在を前提に、その業務に
かかる時間や性質を考慮し、選考して任用している。一方、
正規職員については、競争試験により人材の選抜を経て
採用している。今後についても、効果的、効率的な行政運
営を推進していくため、業務の内容や責任の程度に応じて
正規職員と会計年度任用職員を適切に配置していく。
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